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本研究は，複数企業間に知識が分散している場合，製品アーキテクチャの「変化」はど

のようなプロセスで起こるのか，製品アーキテクチャの変化と企業間関係の変化との間に

どのようなダイナミズムがあるのかを，動態的な観点から明らかにしようとするものであ

る。分析の結果，製品アーキテクチャの変化に必要な知識が複数の企業に跨っている場合，

参加メンバー企業の異なる戦略的志向や交渉力の差に影響を受け，また，製品アーキテク

チャと企業間関係の動態的な相互作用の結果，製品アーキテクチャの変化は複雑で創発的

なプロセスになりうることを主張する。また，知識が複数組織の間に分散している場合，

システム全体からサブシステムを切り出し，分業の境界線を再設定するためには，一旦，

各組織が分散している知識を統合するプロセスが先行すべきであることを主張する。 

 

企業を取り巻く市場・技術環境の激しい変化や複雑化，ニーズの多様化されつつある中，

開発，設計，生産などの様々な業務プロセスの複雑性をいかに軽減させ，いかに効率的に

マネジメントするかは長年にわたる経営学の中心的な課題である。最近では，システムを

構成する機能要素と構造要素間の配分関係に関する設計思想である製品アーキテクチャ

（product architecture）をキー概念とし，様々な分野で研究が盛んである。既存研究の多く

は，製品アーキテクチャのタイプや特徴が製品開発プロセスや製品戦略，タスクの分業関

係，組織構造，マネジメントのあり方などを規定する重要な要素であると指摘している。

特に，製品アーキテクチャの 1 つのタイプであるモジュラー型アーキテクチャが製品戦略

や開発プロセス，産業構造にもたらすインパクトに関する研究が多くなされている。 

しかし，これらの既存研究は，製品アーキテクチャの変化によって事後的に得られるモ

ジュラー性（modularity）を当該製品が有していることを前提にした議論で，やや静態的な

観点の研究である。また，既存研究では製品アーキテクチャの変化に必要とされる製品知

識（システム知識とコンポーネント知識）が 1 つの組織内に完結していることを前提に，

製品アーキテクチャの変化は一定の手順を踏んで変化するものとしている。 

製品アーキテクチャの変化プロセスに焦点を当ててみると，製品アーキテクチャの変化

プロセスは必然的にシステムの機能と構造の配分関係の変更の見直しを伴う。このプロセ

スに必要な製品知識が，複数の企業の間に分散している場合，製品アーキテクチャの変化

プロセスは一定の手順を踏んで進行することが困難となり，より複雑なプロセスとなるは

ずである。なぜなら，企業を取り巻く外部環境や企業間の交渉力の差，受託側および受注
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側の戦略的な志向や利害関係の違いによって，複数企業が関与する製品アーキテクチャの

変化（モジュラー化プロセス）は複数企業の相互作業間の利害関係が絡み合いながら，よ

り複雑かつダイナミックな企業間関係の変化を伴いつつ，進行していくと考えられるから

である。 

こうした問題意識から，日本の自動車産業におけるいわゆる「モジュール化」現象をみ

ると，実際に非常に複雑な動きを見せていることがわかる。数多くの部品間の緊密な調整

によってはじめて全体の機能が発揮される自動車は，従来には製品アーキテクチャのモジ

ュラー化に限界があるといわれた。だが，一般的には 1990 年代に入ってから欧米のメーカ

ーを中心にモジュラー化が進行したといわれている。また，時期を同じくして，サプライ

ヤーの M&A が活発になり，世界の自動車サプライヤーの再編も起きている。 

しかしながら，自動車産業におけるいわゆる「モジュール化」という呼ばれる初期の動

きを見る限り，エレクトロニクス産業やコンピュータ産業で見られるような「製品アーキ

テクチャの変化としてのモジュラー化」とは異なる様相を呈している。1990 年代半ば頃か

ら欧米の自動車メーカーを中心に行われた，いわゆる「モジュール化」の動きは，従来の

サブアセンブリー単位をより大きな塊にし，かつそれをまるごとサプライヤーに外注する

というものであった。こうした欧米の動きに影響を受け，日本の自動車メーカーでも同様

の取り組みが行われてきた。しかし，現実には単にサプライヤーへの外注単位を大きくす

るだけでは，製品コスト削減の効果や製品開発プロセスにおけるメリットをそれほど大き

く得ることができなかった。 

そうした動きの中で，日本の自動車メーカーや外注された納入単位としてのモジュール

を担うサプライヤー（特に後者）から新たな動きが起こった。すなわち，生産業務だけで

はなく開発業務もアウトソーシングされた状況で，もともとは大きな塊のサブアセンブリ

ーとして設定された「モジュール」の内部で部品間の結合関係の変化や複数機能の統合化

といった，本来の意味での製品アーキテクチャのモジュラー化が起こったのである。つま

り，アーキテクチャの変化としてのモジュラー化の動きが，完成車のレベルではなく，そ

れを構成するサブシステムのレベルで，予想せぬ結果として起こっている。また，こうし

た製品アーキテクチャの変化プロセスは，企業間分業関係のダイナミックな変化をもたら

すと同時に，イノベーションを促進させることになったのである。 

 こうしたプロセスを明らかにするのが本研究の目的である。つまり，複数企業に知識が

分散している場合，製品アーキテクチャの「変化」はどのようなプロセスで起こるのか，

また，異なる立場の企業の相互作用がそのプロセスにどのようなダイナミズムをもたらす

のか，について，知識の統合化と企業間関係の変化の側面から明らかにすることが本研究

の目的である。なお，本研究では製品アーキテクチャの変化としてのモジュラー化を，「シ

ステム全体を，相対的に相互依存性の低い構成要素のグループに分解可能となるよう，デ

ザインプロセスを見直すプロセス」として定義する。 
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 本研究は，大きく第Ⅰ部の序論，第Ⅱ部の分析編，第Ⅲ部の結論および今後の展望で構

成される。 

まず，第Ⅰ部の序論（第 1，2 章）の第 1 章では研究背景と問題意識について論じた上，

本研究の分析対象である自動車産業におけるいわゆる「モジュール化」現象について予備

的な考察を行った。また，本研究の対象である自動車産業は複雑な動きを見せていること

から，モジュラー型アーキテクチャ，モジュール化，モジュールなどの主要概念に論者に

よって異なる意味で使われているため，それらの概念を整理し，本研究の分析対象とデー

タについて論じる。 

第 2 章では，製品アーキテクチャ論に関する研究とサプライヤー・システム論に関する

既存研究のレビューを行いつつ，本研究の分析の視点とリサーチデザインについて論じる。 

まず，第 1 節では本研究の位置付けを明確にするため，製品アーキテクチャ論に関する

研究とサプライヤー・システム論について，組織と知識の関係の観点から既存研究のレビ

ューを行った。ここでは，製品アーキテクチャ論と製品開発，組織構造，イノベーション，

知識との関係に関する既存研究のレビューを行う。既存研究の多くは，製品アーキテクチ

ャが組織構造，組織間関係，知識のタイプ，イノベーションのあり方などへのインパクト

や関係性に焦点を当てている点でやや静態的な議論であることを検討した上，これまでの

研究が製品アーキテクチャの「変化」するプロセスにはあまり焦点を与えてこなかったの

を明らかにする。特に，製品アーキテクチャの１つのタイプであるモジュラー型アーキテ

クチャに焦点を当てた議論が多く，殆どの研究はすでにモジュラー性（modularity）を有し

ていることを前提とした議論であることを指摘する。一方，自動車産業を中心としたサプ

ライヤー・システム論に関する研究をレビューし，サプライヤー・システムにおける企業

間関係（自動車メーカーとサプライヤー）は製品知識の側面で両者が相互依存と協調関係

があることを指摘する。第 2 節では，第１節でのレビューを踏まえて，製品アーキテクチ

ャの階層性とアーキテクチャ概念の多義性について論じる。次に，製品アーキテクチャの

変化の際に，考慮すべき要因について論じると共に，製品アーキテクチャの変換期におけ

る組織形態との不適合関係の可能性を指摘する。製品アーキテクチャに必要な知識，すな

わちシステム知識とコンポーネント知識が自動車メーカーとサプライヤーに階層的に分散

していることを論じる。ここまでの議論を踏まえて，第 3 節では，複数企業に知識が分散

している状況の中で，企業間関係の相互作用（自動車メーカー（購買）戦略とサプライヤ

ーの対応戦略）と製品アーキテクチャの変化プロセスを統一的に分析する枠組みを提示し，

本研究で用いるデータと調査方法の詳細について論じる。 

 

第Ⅱ部の分析編（第 3，4，5，6 章）では日本の自動車産業における製品アーキテクチャ

の変化プロセス（モジュラー化プロセス）について定量的，定性的分析を行う。 

第 3 章では，具体的な製品アーキテクチャの変化プロセスについて分析する前に，まず

日本の自動車産業全体における設計と企業間関係の変化の動きについて分析を行った。部
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品サプライヤーに対して行った 2 回のアンケート調査（調査 99 と調査 03）の結果をもとに，

因子分析を通じて製品アーキテクチャ概念の多面性を検討した上，日本の外注部品の製品

アーキテクチャとメーカーとサプライヤー間の企業間関係の変化を分析した。2 回の調査結

果から，外注部品レベルでの製品アーキテクチャと企業間関係の変化には一貫した動きが

観測された。それは，外注部品（製品レベル）における機能の複合化，構造一体化，小型

化，機能と構造の調整度の増加といった製品アーキテクチャの見直しの動きと，開発フェ

ーズにおける企業間関係（自動車メーカーとサプライヤー，サプライヤー同士）の緊密化

が観測された。なぜ，製品アーキテクチャの複雑性を減らそうとしているのに，むしろ外

注部品の動きは緊密な調整を伴う企業間関係へと変化しつつあるのか。この一見矛盾した

ようにみえる現象をどのように理解したらいいのだろうか。これに答えるために，次章以

降で事例研究を通じて具体的かつ詳細な分析を行った。 

第 4 章では，1990 年代末に多くの企業が行ったモジュール開発のパターンとして，対等

関係にあるピア・グループ（サプライヤー同士）による協業開発の事例（トヨタ系のセン

タークラスター・モジュールとホンダ系の燃料ポンプモジュール）について分析を行った。

分析の結果，他社の製品（コンポーネント）に関する知識や車体に関する知識，機会主義

的な行動，参加企業の部品の機能・コストに関する評価能力などの不足によって，ピア・

グループによる企業間分業構造の変化を伴う製品アーキテクチャの変化は限界があること

が明らかになった。つまり，製品アーキテクチャの変化としてのモジュラー化には関連知

識を有する中核的な企業の不在が不可欠であることが分かった。これらの結果はアンケー

ト調査の結果にも確認できる。 

これらの結果と示唆をもとに，次章より，比較的に自動車メーカーが主導権を持って進

められた 2 つの事例研究（合併と自動車メーカーとの協力（指導・支援））を取り上げるこ

こでは，①日産とマツダにおいて，そもそもモジュール化はどのような状況から始まり，

どのような要因によって進行するのか，②それはサプライヤーにどのように影響を与え，

サプライヤーはどのように対応していたのか，③その結果，納入単位（モジュール）にお

いて製品アーキテクチャがどのように変わり，さらにそれが企業間関係（自動車メーカー

とサプリアやー）はどのように変わってきたのか，④それによって製品アーキテクチャの

変化はどのようなプロセスで起こるのか，などそのプロセスにあるダイナミズムを分析す

る。その際，自動車メーカーとサプライヤーの両面からアプローチしながら，知識の獲得

経路に注目しつつ，製品アーキテクチャの変化プロセスについて分析を行う。 

第 5 章では日産－カルソニックカンセイのケースを取り上げる。日産のモジュール化戦

略は経営悪化の再建プロセスの中で，購買政策の原価低減活動の一環として，あくまでも

日産が主導権を握った形で始まり，日産には一定の成果をもたらした。しかし，取引環境

の変化と開発業務まで担うことになったサプライヤーであるカルソニックカンセイには大

きな危機感と負担を負うことになった。最大納入先である日産の厳しい原価低減要求と購

買政策の変化，すなわち部品の集成度が高くなった新しい納入単位の設定，それによる業
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務タスクの幅の変化に対して，当初旧カルソニックは技術補完性の高い合併（カンセイと

の合併）を通じて日産のモジュール化戦略に対応した。ところが，日産にとってモジュー

ル化戦略はメリットがあったものの，サプライヤーにとっては与えられた納入単位を組立

するだけではあまり大きなメリットが得られなかった。そこで，同社は製品アーキテクチ

ャのモジュラー化に必要な関連コンポーネント知識やシステム知識（車両構造に関する知

識）を獲得・内部化を行った。カルソニックカンセイは開発と取引を重ねるうち，当初の

自動車メーカーの戦略的意図（単純なサブアセンブリー）を超えるものとなり，納入単位

の中での製品アーキテクチャの見直しを行った。つまり，本来の意味での製品アーキテク

チャの変化（モジュラー化）が，当初の予想とは異なる思わぬ結果としてサブシステムレ

ベルで起こったのである。言い換えると，単純なモジュール化生産が企業間関係に影響を

与え，納入単位の構成部品レベルでの製品アーキテクチャのモジュラー化を起こったので

ある。その結果，自動車メーカーとサプライヤーの関係は，再びモジュール化戦略を展開

し始めた時と一変し，カルソニックカンセイに対する日産のガバナンスの強化をもたらし，

より緊密な企業間関係を再構築することになったのである。 

要するに，本章の分析から，製品アーキテクチャの変化に必要な知識が複数の企業に跨

っている場合，参加メンバー企業の異なる戦略的志向や交渉力の差に影響を受け，また，

製品アーキテクチャと企業間関係の動態的な相互作用の結果，製品アーキテクチャの変化

は複雑で創発的なプロセスになりうることがわかった。また，複数の組織に知識が分散し

ている場合，システム全体からサブシステムを切り出し，分業の境界線を再設定するため

には，一旦，各組織が分有している知識を統合するプロセスが先行するプロセスがあった

ことが確認された。 

続けて第 6 章では，マツダと D 社のモジュール化戦略とそのプロセスを取り上げ，自動

車メーカーとサプライヤーの協調に基づいたモジュール開発プロセスを考察する。同ケー

スでも，組織内外に分散している知識を統合しつつ，単純に部品集積度を高めるサブアセ

ンブリー型から，モジュールを構成する部品レベルで，設計段階で設計の見直しや製品機

能の統合化，構造の一体化などの製品アーキテクチャの変化としてのモジュラー化が起き

たのである。また，製品アーキテクチャの変化プロセスとしてのモジュラー化の技術的な

要因として，製品機能や構造の統合化に樹脂（材料イノベーション）が重要な役割を果た

していることがわかった。最後に，日産－カルソニックカンセイの事例と比較を行った。2

つのケースは，①両社ともに海外自動車メーカーとの戦略的提携関係を持っていたこと，

②本格的に「モジュール化（生産）」戦略をスタートした時期は経営財務状況が不振であっ

たこと，といった類似点がある。また，日産とマツダの 2 つの製品アーキテクチャの変化

プロセスを見ると，設計のモジュラー化への方向性（機能中心）は同様である反面，サプ

ライヤーの知識のレベルまたは組織能力の差によって，アウトソーシングの業務範囲に違

いが生じることがわかった。 
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 以上の分析を通じて導き出される結論（第 7 章）は 2 つが挙げられる。 

第 1 に，製品アーキテクチャの変化としてのモジュラー化プロセスは，いくつかの段階

を踏んで一定方向や一定の手順で進行するとは限らず，製品アーキテクチャの変化と企業

間関係の変化の相互作用によって，創発的かつ複雑なプロセスで起こる可能性があること

である。この結果は，これまでの製品アーキテクチャ論に関する既存研究であまり注目し

なかった，製品アーキテクチャの変化プロセスとしてのモジュラー化プロセスを明らかに

したことは本研究の貢献であろう。また，自動車産業におけるモジュール化研究と関連し

て，製品アーキテクチャの変化は生産システムや企業間システムとの複合的な関係の中で

進展することが，事例研究を通じて明らかになったのが本研究の貢献といえよう。 

第 2 に，製品知識が複数企業に分散している場合，製品アーキテクチャの見直しのため，

分散された知識を統合するプロセスが先行すべきであることである。つまり，製品アーキ

テクチャの変化プロセスとしてのモジュラー化プロセスは，知識の統合化プロセスとして

捉えることができることである。製品アーキテクチャの変化の際，特にモジュラー化プロ

セスにおいても，組織内部に製品全体に関する知識の保持，統合が重要であることが示唆

された。これまでの研究は製品アーキテクチャのタイプと知識及び組織のタイプとの間に

は対応関係にあるとした。しかし，本研究の結果からみると，製品アーキテクチャのモジ

ュラー化への移行プロセス期においては，新たな製品設計の見直しのために，モジュラー

型組織形態や知識タイプが要求されるより，むしろ製品システムに関する幅広く深い知識

を統合できるインテグラル型組織構造が必要になることである。 

 本研究を通じて，上記の結果以外に，次のような示唆も得られた。 

1 つ目，製品アーキテクチャの変化と知識との関連性に関するものである。製品アーキテ

クチャの変化する際に，知識が分散している場合，製品システム全体に関する知識を有す

る組織の存在や役割が重要であることである。 

２つ目，知識と企業間分業構造に関するものである。製品開発を含めた企業間分業の変

化は，開発発に必要な知識の境界と納入単位（製品単位）の知識の境界との間にズレが生

じる。これは，製品アーキテクチャの変化や企業間分業構造の変化する際，生産業務に関

する知識の範囲だけではなく，製品システムに関する幅広い知識を有するべきであること

を示唆する。 

３つ目，合併関連研究についてである。合併の有効な形態やパターンに関する研究では

シナジー効果や技術的近接性が多く指摘されるが，合併後のプロセスにおける知識の統合

の重要性に焦点を与えた実証研究は少なかった。その点で，合併後に組織に分散された知

識を統合するプロセスと，従来のルーチンや考え方を変えながら，各部門間の緊密な調整

を行うことが，合併後の最も重要なマネジメント課題であり，それが合併の成功を左右す

る要因であることが指摘できる。 

 

以上が本研究の結果と貢献である。本研究は限界があるものの，本研究の結果や示唆か
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ら，今後，製品知識の分散，企業間関係（中核企業とサプライヤー）の変化を考慮に入れ

た視点での製品アーキテクチャの変化やその動因，技術戦略に関する研究が期待できると

考える。 

 

 

 


